












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































裁判例 評価方式１ 評価方式２ 評価方式３ 採用方式
東京地裁
平成10年10月30日
純資産価額
13万3828円
類似業種比準価額
１万9739円
類似会社比準価額
３万4950円
方式１
最高裁
平成11年10月13日
純資産価額
14万2296円
配当還元価額
750円
売買実例価額
７万8750円
方式１
最高裁
平成11年２月23日
純資産価額
１万6743円
配当還元価額
500円
－ 方式１
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　　性格のものを，すべて法定事項にして，その是正を国会の議論
にゆだねなければならないとすると，硬直化して，かえって課
税の公平が害されるおそれがある。新しい取引類型や金融技術
に機敏に対応するには，法律を制定していたのでは間に合わな
い。つまり，タイムラグが存在してしまう。
②　その評価方法が「時価」の変動に対応できない場合や，適時・
適切に改正されない場合等には，その規定自体の違法性が問わ
れる。
③　課税要件を法令限りで書ききるには，立法にかかるコストが高
くなる。
④　専門技術的知見のインプットを確保することができなくなる。
すなわち，個別通達が発せられるきっかけとしては，私人から
の働きかけや，特定の法律を所轄する官庁から，その法律に基
づく取引に関して課税取扱いが照会され，国税庁が応答するも
のもがあり，この場合，所轄官庁からの知見が国税庁にインプッ
トされることになるが，そのようなきっかけが失われるかもし
れない。
⑤　課税財産の評価という税額に直接の影響力を持つ事項は，利害
関係が多岐にわたる。すなわち，圧力団体による個別利害の混
入といった側面も存在するから，仮に立法化の作業に入ること
ができたとしても，消費税法や地価税法を例に出すまでもなく，
それは政治的にかなり骨抜きにされ，結局は課税の公平に逆効
果を及ぼすようなことになりかねない。
Ⅲ　財産評価基本通達のあり方について
１．財産評価基本通達の法定化に関する検討
（１）時代背景の変化からみた望ましいあり方
　戦前の賦課課税制度の下では，租税行政庁の行政官が税法を解釈・適
用し，国民の納税義務の範囲を確定し，納税者に確定した納税義務を履
行させるのであるから，租税法は賦課課税制度を担う租税行政庁の行政
官のためにあったといっても過言ではない。しかし，戦後の申告納税制
度の下では，特に，現在のように申告納税制度が定着している下では，
国民自らが租税法を解釈・適用して自己の納税義務の範囲を確定し，履
行していくものであるから，租税法は，まさに納税者のためにあるとい
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うことができるのである。したがって，通達の創設当初とは異なる態様
を考えるべきであろう。
　納税者を主体に考えると，課税要件が明確であることはもちろん，そ
こに民主的正当性を付与することが必用である。そのため，評価準則は
法令の形式によって定めるべきであると考える。
（２）租税法律主義の観点からみた望ましいあり方
　現行制度の「法定評価」の部分と「通達評価」による部分を確認した
ところによれば，少なくとも実質的には，一般の相続財産の評価につい
ては「法定評価」は存しないで，ただ「通達評価」だけが存するにすぎ
ない。租税の公平な課税は，「課税価格」の正しい測定を必須の条件とし，
その具体的な実現は一に相続財産の「適正な評価」ができるか否かにか
かっているものであるのに，現行相続税法はその点を十分に担保し得る
規定を欠いており，租税法律主義とは相容れないものとなっている。本
稿では紙面の都合上省略したが，論文中，現行制度における問題を２つ
の事例を通して検証した。その結果，わが国の評価通達は，次の点を改
善すべきであると考える。
　第一に，株式の個別事情が存在する場合への対応が現在の制度では十
分に図られず，納税者の権利保護の観点から問題が指摘できる。昨今に
おいては，株式の多様性から評価規定限りで評価し難い場合がある。金
子宏教授は，株式に個別事情が存在する場合に通達を形式的に適用する
ことについて，東京地裁平成８年12月13日判決をとりあげ，形式基準に
加え，個別的事情のような実質基準を併用すべきと指摘している。私見
においても実質基準の採用を検討すべきであると考える。
　第二に，現在，租税回避行為への対応を総則６項によって行っている
が，総則６項は，評価通達による過重な納税負担を救済する規定として
成り立ったものであり，本来の趣旨に機能させるためにも，租税回避行
為への対応は他の規定を設けるべきである。そして，租税法律主義の下
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で，法律の根拠なしに，当事者の選択した法形式を通常用いられる法形
式にひきなおし，それに対応する課税要件が充足されたものとして取り
扱う権限を租税行政庁に認めることは，望ましくない。法律の根拠がな
い限り租税回避行為の否認は認められないと解するのが，理論上も実務
上も妥当である。したがって，租税回避に対する規定は法律又は政省令
に規定し，新しい租税回避の類型が生み出されるごとに，立法府は迅速
にこれに対応し，個別の否認規定を設けて問題の解決を図るべきである。
　第三に，総則６項の手続要件不備に関す事例にみられるように，通達
に依拠した規定では，租税法律主義が要請する手続保障の原則に違反し
たとしても納税者はその違法性を争うことができない。このことは，租
税法律主義だけでなく，憲法により保障された三権分立をも脅かす危険
性がある。租税行政における中立性を確保するためにも，評価規定は法
規の形式にすることが望ましい。
（３）先行研究
　先行研究における法定化についての消極的な見解は，全面的に法定化
を否定するものではない。法定化にはデメリットがあるからすべきでな
い，又は不可能（すべて法定化するのは）であるとする。そこで，デメリッ
トについて確認すると，「通達は，国会で可決・成立させる必要がない
ことから，比較的容易に改正できる。しかし，法律とする場合には，当
然のことながら，国会での審議・可決・成立という手続が必要になる。
通達とする場合のように，適時・適切に改正できるとは限らない。」と
いう懸念があるようである。しかし，近年の改正では，評価に関する基
本的事項についての変更は少ない状況にある。評価の困難な株式評価に
おいてもその評価技術はある程度確定してきていると考えられる。その
ため，基本的事項については法定化し，社会経済情勢等の変化によって
変更が加わりやすい細目については政令や省令に，さらに，可変的な部
分は法令化せずに通達に委ねるということもできよう。また，「法定化
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のデメリット」における③，⑤については政治的・行政的な理由による
ものであり，評価の方法にそのような理論を持ち込むべきでないと考え
る。
２．財産評価基本通達の法定化の提言
　以上，評価通達の法定化に関する検討を行ってきたが，私見によれば，
評価に関する基本的事項は法定化すべきである。評価通達創設後から現
在についてみると，時代背景も納税の仕組みも大きく異なっている。そ
の間，納税者が積極的に財産の評価をし，申告を行う時代へと変わって
きている。このように申告納税方式の定着した現在においては，評価準
則の定めに民主的正当性を付与することが必要である。今や，評価準則
の設定は，行政組織内部の統一を図るという目的よりも，納税者が納税
義務の適正な実現を図るために必要とされていると考える。そうである
ならば，租税法律主義が支配するわが国の租税行政のもとでは，評価通
達の法定化が検討されるべきであろう。また，社会情勢の変化とともに
増加した財産評価をめぐる訴訟は，個別的事案において発生しうる時価
の開差，租税回避スキーム等へのノウハウを蓄積させ，評価技術の向上
をもたらしていることは，通達改正が毎年のようにあることからも推測
できる。確かに，多種多様な財産について，一般的法規範として定める，
絶えず変化する社会情勢に対応することは理論的には困難かもしれな
い。しかし，だからできないというのでは立法の不作為といわれても止
むを得まい。これまでも通達改正によって対応してきたのであり，法定
化したとしても，立法府は迅速にこれに対応し，解決を図るべきではな
いだろうか。少なくとも，通達を法律へ格上げする努力が望まれる。
　このように考えるのは，法定化への要請が，租税法の基本原則である
租税法律主義が要請するところでもあるからである。通達は，国会の審
議を通さず行政庁の判断で制定可能なものである。つまり，納税の義務
を負う国民の意見をぬきにして，徴収側である行政の独断で作られてし
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まうということは租税法律主義が予定するところでない。この点に関し
て，通達は，国会での審議を経ていなくとも国会での質疑等により，課
税庁のコントロールは十分可能であるから無理に法定にこだわる必要は
ないとの考えかたもあろうが，あくまでも憲法で定められた租税法律主
義の根幹は，国会の審議をとおすことであり，代替的な案を認めること
ではない。そうであるからといって，現状の評価通達の内容をすべて否
定するものではない。現状では，相続税法22条に「時価」と定められる
のみで，時価の意義からはじまり，ほとんどすべてを評価通達に依拠し
ていることに問題があるのである。
　不完全競争市場にある取引相場のない株式の評価については，「時価」
といった場合，それは保有主体ごとに異なり，評価方法も数種存在しう
る。しかし，相続税法上の評価においては「納税者間の公平の確保，納
税者の便宜，徴税費用の節減という見地からみても，あらかじめ定めら
れた評価方法によりこれを画一的に評価する方法には合理性がある」と
されるところ，評価方式は，株式の発行会社の規模に応じ，類似業種比
準方式，純資産価額方式，配当還元方式及び清算中の会社に対する評価
方式として残余財産分配見込額の複利現価による評価方式という４種類
の評価方式により評価することとされている。そして，このような基本
的事項はここ数年，変更されていない。最近の改正内容を確認したとこ
ろ，平成２年以降の改正では，租税回避への対応のための規定の追加，
社会経済の実態の変化に対応し，評価の適正を図るため，会社規模区分
の引き下げや類似業種比準方式のしんしゃく率の変更・収益性のウエイ
トの引上げ等についての改正が行われているものの，その時価概念をは
じめ，評価方式として類似業種比準方式，純資産価額方式，配当還元方
式等を使用することなどの基本的事項といえるものについて，修正され
ていないのである。基本的事項を法律に定めることは十分可能であると
いえよう。本稿で考察の中心とした取引相場のない株式について考える
と，現行制度の問題点としてとりあげた，個別的評価の問題があること
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から，評価方法の算式まで法律に落とし込むことは避けるべきであろう。
しかし，先に述べた評価の方式と採用区分，その方式の意味内容を明ら
かにすることは基本的事項の範囲に含まれると考えられ，法定すべき事
項といえる。また，納税者に適正な申告を行わせ，課税庁の徴税が信頼
し得るものであるためには，手続要件を明確化する必要がある。そのよ
うな要件はみだりに変更すべきではないから，手続要件はすべて法定す
べき事項といえよう。
　近年のわが国の税務行政の動向に目を向けてみると，そこには，わが
国の通達行政の法定化への動きがみられる。納税環境整備に関する国税
通則法の改正を含む「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図
るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第114号）が，
平成23年11月30日に成立し，同年12月２日に公布されたことは記憶に新
しい。財産評価についても，納税者が納得し，国民から信頼される財産
評価制度が構築されることを期待したい。
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